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第９回合同部会（４／２０）におけるヒアリング結果のまとめ（■：ヒアリング資料での記述、▲：ヒアリング時の質疑応答での発言） 

 ＮＴＴ ＫＤＤＩ ソフトバンク イー・アクセス ケイ・オプティコム ジュピターテレコム テレコムサービス協会 

光の道の定義・範囲 ■ブロードバンドにより実現

したいサービスは何か、その

手段としてどのような技術・

速度が必要かといった議論

が必要。 

■超高速の定義について、

従来の「下りベストエフォート

３０Mbps 以上」とすれば、一

部ＡＤＳＬ等も該当することか

ら、利用可能でないエリアは

１０％未満。「下り１００Mbps」

とすると、不採算エリアも拡

大。「実効速度」や「上りも含

む」とした場合、追加コストが

更に拡大。 

▲学校や公共機関は１００

Mbps や１Gbps が必要になる

と思うが、各家庭１００Mbps

が必要不可欠となる時期が

いつ来るかはすぐには分か

らない。 

▲２０１５年ということを考え

ればすべて光ではない。アク

セス系の技術については最

終的には光にいくと思うが、

それまでの間はいくつかのも

のが並存してコスト競争でや

っていくもの。 

▲本当に１００Mbps がいるの

かについては何とも言えない

が、ハイビジョンテレビが１チ

ャンネル見られるという前提

で考えれば、ベストエフォート

で３０Mbps あればいいという

のが一つの基準。 

■田舎や離島にも光１００％。 ■ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、高速モバ

イル等、誰でもが何処でも利

用シーンに応じてリーズナブ

ルなブロードバンドを選択。 

■ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、

携帯電話等、既に多様化し

ているアクセス手段から利用

者が選択できることが引き続

き必要であり、２０１５年に向

けては、まずはＦＴＴＨ、ＡＤＳ

Ｌ、ＣＡＴＶ等の既存のブロー

ドバンドサービスの１００％普

及を目指し、利用者の裾野を

広げながら、併せてＩＣＴ利活

用促進等を推進していくこと

が現実的。 

■ＦＴＴＨやＨＦＣ（ＦＴＴＮ）など

多様なネットワークによる公

正な設備競争を軸とし、適切

なサービス競争を組み合わ

せて実現すべき。 

▲ＦＴＴＨに議論が集中してい

るのは疑問。ＣＡＴＶでは、上

りは現在最大１０Mbps である

が、技術の進歩により１２０

Mbps も可能。 

■原則はＦＴＴＨ。ただし一般

的利用においては当面数十

Mbps で十分であり、無線アク

セスでの補完、具体的にはＬ

ＴＥも含めて検討すべき。 

 

整備率「９０％→１００％」 ■不採算エリアの整備につ

いては、これまで通り国・自

治体が全額コスト負担する公

設民営方式が必要。 

■残り１０％を仮に光ファイ

バで整備すれば需要規模に

よるが、海底ケーブルの敷設

が必要な離島を含めて１．５

兆円程度と想定。無線を活

用した場合、需要がまばらな

地域に、エントランス回線（光

ファイバ）に加えて基地局を

敷設する必要があり、却って

コスト高になることもある。 

▲メタルの維持コストに比べ

て、光の維持コストが圧倒的

■光の道整備は、一層の競

争促進により民間主導で進

めるべき。 

■条件不利地域の整備は、

公的資金を投入する場合で

も公正競争を歪めない形で

行うべき。 

■光インフラを２０１５年まで

に整備する方策は、以下のと

おり。 

①ＮＴＴ東西を構造分離し、ア

クセス回線会社を設立し、

「光の道」の整備主体とする 

②メタル維持義務を撤廃し、

光の計画的・効率的な整備

を可能とする 

■アクセス回線会社は、計画

的・効率的な光インフラ整備

を行い、全国でサービスを提

供することにより採算性は確

保可能であるため、公的資

金の投入は不要。 

■回線料金は、メタルと同じ

■民間で整備できない場合

は、公的資金の投入も選択

肢に含める必要がある。 

■公的支援は、ＮＴＴの組織

形態の在り方とともに検討が

必要であり、競争中立性の

担保が必要。また、投資の有

無、投資額が、国民のコンセ

ンサスや相応の効果を実現

するものであることが必要。 

▲ＦＴＴＨの接続料を１，３９４

円することについて、ＡＤＳＬ

と分離して違うようにしなけ

ればならない根拠が分から

ない。同じような値段にする

ことでユーザにとっても一番

■民間事業者がインフラ整

備を行うことを基本としつつ、

民間事業者に対して自治体

を通じて公的支援を行いなが

ら、インフラ整備を推進するこ

とが必要。 

■サービス提供を継続する

ためのランニングコストへの

公的支援も必要。 

■ただし、公的支援に当たっ

ては、競争入札等で民間の

創意工夫を引き出し、その規

模を最小限にとどめることが

肝要。 

■財源は、短期間での整備

を国家目標として捉えるので

■これまでの支援制度によ

るインフラ構築などが成功し

ていることを踏まえ、下記に

留意して公的資金等の投入

を行い、計画的な基盤整備を

行うべき。 

・整備を行う特定事業者につ

いてはエリアを行政区域単位

とし、既存のＣＡＴＶ事業者や

通信事業者、新規参入事業

者等、どのようなプレーヤー

でも参入可能であること 

・基盤整備に当たっての助成

形態は、行政による助成や

自治体が設置した光ファイバ

をＩＲＵする形態の実績なども

■アクセス網を複数の事業

者が多重に投資するのは社

会的損失。 

■政府支援スキームの必要

性については移動体通信事

業者のＬＴＥの整備計画によ

る。ＦＴＴＨ及びＬＴＥによりカ

バーできる範囲は政府支援

不要。利用できないエリアが

残る場合は、政府支援で実

現すべき。 

■未整備エリアにおける整備

と運用は現行の基金を財源

として推進すべき。従来の基

金だけでは不足するため、新

たな財源として、ブロードバン



2 
 

に安いという指摘について、

別途回答を見た上でないと

理解しかねるが、保守要員を

含めて雇用が維持されるとい

うことであれば、コストはその

ままスライドするというのが

正しい理解。当然保守コスト

を下げる努力は今後もやって

いくが、単純に下がるとは思

っていない。 

１，４００円。 

■光１００％整備の敷設費は

２．５兆円で１０年間のメタル

維持にかかる３．９兆円より

安い。 

■光導入費用は、１２万円か

ら３万円に大幅削減。 

使いやすくなる。決めの問

題。 

▲アクセス会社は固定だけ

ではなくて無線のための鉄塔

も整備。 

あれば、公共投資と位置付

けられることから、ユニバー

サルサービス基金ではなく、

国家財源を充当することが適

当。 

■道路占用申請等官民間で

の手続簡素化、ＩＣＴ化が実

施されれば、コストが抑えら

れることから国民負担も減少

し、早期のインフラ整備・利用

率向上に資する。 

▲維持等に関する外数コスト

を織り込むと１，０００円台で

光ファイバを提供できるかと

いうのは甚だ疑問だらけ。 

踏まえ、エリアに適した整理

を行うこと 

・運用補填を行う場合は、ユ

ニバーサルサービス制度の

改定が前提となること 

・設備競争が行われている超

高速ブロードバンド整備済エ

リアと比較して、規制、オープ

ン化について同等以上の義

務を負わせること 

■公正な設備競争を担保す

るため、特定の事業者に対

する助成・補填を行う場合で

も透明性の確保が必要。助

成・補填の対象エリアを明確

化した上で会計分離を実現

すべき。 

ド宝くじ、エコポイントの寄附

制度を創設することも考えら

れる。 

利用率「３０％→１００％」 ■ブロードバンドサービスの

普及にはサービスの充実や

使い易い端末・料金が必要。

■例えば、電子政府、教育、

医療等の分野における省庁

横断的な取組みやユーザの

ネット利用に対するインセン

ティブ付与等。 

■全国民が必要性、利便性

を自ら実感できる仕組み作り

が必要。 

■政府の重点取組み分野

（電子政府、医療、教育等）

における公的機関でのサー

ビスを先導役としつつ、民間

の創意工夫による新たな価

値（サービス）を提供すること

によりＩＣＴ利活用を推進する

ことが重要。 

■その際、民間の事業者間競

争の更なる活性化のために

は以下の課題解決が必要。 

・設備競争とサービス競争の

更なる推進 

・ボトルネック設備に起因す

る公正競争上の問題 

・ＮＴＴグループの市場支配

力及び反競争的行為の抑止 

■「光の道」を整備し光利用率

１００％を達成するためには、

①計画的・効率的な光整備の

推進と、②競争による利用者

料金の低廉化等が必要。 

■①については、ＮＴＴ東西

を構造分離して「アクセス回

線会社」を設立し、「光の道」

の整備主体とすることで、計

画的・効率的な整備を推進。

■②については、アクセス回

線会社が全ての事業者に対

して公平にアクセス回線を提

供することで、事業者間競争

を活性化し、料金の低廉化

等を実現すべき。 

■電子教科書により全国民

の教育格差解消。ＮＨＫの豊

富な映像資産を活用。 

 

■インフラ整備に加えて、ＮＴ

Ｔ独占から競争による光ファ

イバの利用を開拓。 

■ＦＴＴＨは、現状は設備競

争のみとなっているため、サ

ービス競争の活性化が必須

で、そのためには、ＮＴＴの構

造分離による競争中立的な

インフラ会社の設立、サービ

ス競争が進展しているＡＤＳＬ

と同等のアンバンドルメニュ

ーの実現など、メタルから光

に向けて競争の道筋を作る

ことが最重要。 

■利活用推進には、固定だ

けでなく高速モバイルの推進

も含めて取り組む必要があ

り、そのための政策も目標と

して掲げるべき。 

■インフラ構築をベースとし

た事業者間競争を通じて、料

金低廉化や利用者にとって

魅力的で多様なサービスの

創出・提供を図っていくことが

基本。 

■事業者間競争だけで利用

率１００％を実現することは

困難と考えるので、政府主導

のもと、まずは行政機関内の

ＩＴ化を図り、それをベースと

した行政手続の完全電子

化、教育や医療分野におけ

るＩＣＴ利活用促進等を併せ

て推進していくことが肝要。 

■ＮＴＴと設備競争事業者と

の公正競争を維持する観点

から、下記を実施すべき。 

・第一種指定電気通信設備

規制や放送参入規制などの

ドミナント規制は、上位レイヤ

ーを含めた独占・レバレッジ

の弊害を回避するために堅

持すること 

・現状の活用業務認可制度

は、実質的に形骸化してお

り、有効性のある制度に見直

すこと 

・利用率向上のためには、ア

クセスネットワークの高度化

や低廉化のみならず、アプリ

ケーションの多様化・高度化

が必須であり、国をあげて実

現方法を検討すること 

■利活用を促進する環境の

構築が必要であり、新たなコ

ンテンツ／アプリケーション

が多く生まれてくる仕掛け作

りが必要。 

■共通のアクセス網を同一

の条件で利用でき、様々なプ

ラットフォームが利用できる

オープンな構造を造り上げる

べき。 

ユニバーサルサービス ■何をユニバーサルサービ

スとするか、その際提供する

技術、提供主体、インフラ整

■音声サービスに加え、「あ

まねく利用され、国民生活に

不可欠」なことを前提にブロ

■ユニバーサルサービスの

対象を電子カルテ・電子教科

書等のより高度なサービスを

  ■ブロードバンドサービスと０

ＡＢ～Ｊ電話（ＩＰ電話を含む）

を想定。 
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備やサービス提供主体への

インセンティブ（公的負担）に

ついて、国民的コンセンサス

の形成が必要。 

■ブロードバンドサービスを

ユニバーサルサービスと位

置づける場合には、電子政

府／教育等のＩＣＴ利活用が

進んでいることと、ブロードバ

ンドの整備が全国的に完了

し、維持運営・設備更改に伴

う公的負担の枠組みについ

て国民的コンセンサスの形成

が必要。 

■具体的には、 

①超高速ブロードバンドにつ

いては、定義を行うとともに、

離島、限界集落、都市部のマ

ンション等を含めて全国整備

が完了することが必要。 

②現在の固定電話の全国普

及を前提としたＮＴＴ東西の適

格事業者認定と基金制度の

廃止と、ブロードバンドインフ

ラの整備・サービス提供に関

する新たな適格事業者認定・

公的資金制度の創設といった

制度の全面改定が必要。 

③不採算地域については、自

治体単位で技術や適格事業

者を決定することが現実的。 

④基金の規模が、年間約１９

０億円と米国の約８，０００億

円と比べると小さく、ブロード

バンドの整備・運営等を推進

する財源として不十分。 

ードバンドをユニバーサルサ

ービスとすべき。 

■国民にとって過度な負担と

ならないよう運用を監視でき

る仕組み作りが必要。 

■補てん地域と競争地域間

の会計分離等により透明性

を確保することが必要。 

▲ユニバーサルサービスは

インフラ整備ではなく、サービ

スの提供の問題。アクセス会

社は、アクセス部分を持つだ

けなので、ユニバーサルサー

ビスの提供事業者が、ＮＴＴ

東西であってもその他の事

業者であっても構わない。 

含めたものに拡充すべき。 

■「光の道」の時代には、拡

充されたユニバーサルサー

ビスが国民に広くあまねく、

現状と同程度の料金で提供

されることを保障すべき。 

メタルから光へのマイグレーシ

ョン 

■ユーザ数が少なくなった段

階で計画的に移行することが

最も経済的合理性に適うも

のであり、需要を喚起して光

 ■光引込と同時にメタル撤

去。 

■安価なＡＤＳＬは、依然とし

てユーザニーズが高く、当面

継続が必要。 

■ＡＤＳＬに関するドライカッ

  ■既存のメタル回線は将来

的には撤去すべきだが、電

話しか利用しないユーザが

光化により料金が上がること
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の普及を進める予定。様々

な課題があり、現時点では早

期に実施することは困難。 

■固定電話サービスの設備

については交換機の寿命が

概ね１０年後から順次到来、

メタルアクセスは交換機より

長期の使用可。今秋、概括

的展望を公表予定。 

パ接続料は上昇基調にあ

り、大きな課題。接続料の現

行水準の維持を強く要請。 

のないよう配慮が必要。 

ＮＴＴの経営形態の在り方 ■機能分離や構造分離は時

間とコストがかかることから、

ブロードバンドの普及を阻害

するものであり、取るべき選

択肢ではない。 

■設備は世界で最も開放し

ており、これ以上の開放はイ

ノベーションや投資インセン

ティブを奪うものであり、競争

環境を激変させることから実

施すべきでない。 

■電話の時代と異なりＮＴＴ

だけができない状況を見直し

て「原則自由」とし、事前規制

から事後規制へと政策見直

しを行うべき。 

■あらゆるビジネスモデルで

の競争が必要であり、ボトル

ネック設備による公正競争上

の問題と総合的な事業能力

等によるＮＴＴグループの市

場支配力の問題がある。 

■ボトルネック設備の問題に

ついて、ＮＴＴ東西のアクセス

部門の完全資本分離が有効

であり、分離後のアクセス会

社に設備開放義務を負わせ

るとともに公正競争を監視す

る機能も必要。 

▲アクセス会社の資本構成

についてはＮＴＴ持株から外

すべき。 

▲アクセス会社のインセンテ

ィブに関して、会社として独立

すればいかに利益をあげる

ということを考えるのが当然

であり、客の数を増やす、コ

ストを下げるという当然の行

動を取る。コストを下げるの

は、アクセス会社が分社され

てはじめて行われ得るもの。 

■我が国の電気通信事業法

は、設備に着目して競争ルー

ルを規定しているが、諸外国

のように必ずしも設備とリンク

せず総合的な市場支配力に

基づいてドミナント事業者を

■計画的・効率的な光の整

備の推進を図る観点から、Ｎ

ＴＴ東西を構造分離して「アク

セス回線会社」を設立すべ

き。 

■より一層公正な競争環境

を整備するために、アクセス

網の構造分離及びＮＴＴグル

ープの資本分離が必要。 

■アクセス回線会社による整

備で、国民生活が豊かにな

り、国家の税収増、雇用も増

加、国際競争力も向上、株主

価値も向上。 

■アクセス回線会社は、メタ

ル保守費３，９００億円／年

減少、光工事費減少、光営

業費減少により黒字経営。 

■構造分離は、経験豊富な

人材の活躍、収益性の向上

などＮＴＴにもメリット。 

■アクセス網分離後のＮＴＴ

東西については、指定電気

通信設備制度の見直し結果

を踏まえ、対処を判断すべ

き。加えて独占禁止法等によ

る適正な運用監視が必要。 

■メリットの多い完全別会社

型の構造分離を選択すべ

き。 

▲資本分割で、日経新聞に

はＮＴＴの株主は反発するの

ではないかとされていたが、

逆に嬉しいのではないか。 

■構造分離でもＦＴＴＨにおけ

るＮＴＴの優位性は変わら

ず、ＮＴＴのグループドミナン

スに対する規制の再構築が

必要。 

 

■独立したアクセス会社を設

け、独占的にインフラの整備

を行うことは、「光の道」の整

備と引換えに、様々な影（コ

スト負担の歪み、地域の衰

退、インフラの脆弱化）を生

みかねないため、実施すべき

ではない。 

■ＮＴＴグループについて、そ

のドミナント性を根拠とした非

対称規制を通じて公正競争

環境を確保していくことが今

後更に必要。 

■ＮＴＴ東西による県域等子

会社を活用した規制逃れ的

な事業展開や活用業務によ

るなし崩し的事業拡大等の

歪みを早期に是正することが

必要。 

■今後の規制の在り方として

は、アクセス網の分離如何に

かかわらず、市場シェアや市

場支配力を根拠とする規制

を検討することが必要。 

■全国エリアベースでＮＴＴ

の構造分離や機能分離を進

めることは、国の助成・補填

等がある場合、公正な設備

競争を否定することになる。 

■独占傾向を加速化させ、

地域の衰弱を招くおそれが

あるため、以下の課題に留

意が必要。 

・公正な設備競争の必要性

についてもっと議論すべきは

ないか？ 

・ＮＴＴのアクセス網分離は、

本当にサービス競争を促進

させるのか？ 

・ＮＴＴの上位レイヤーの機能

統合に発展し、独占が拡大

する恐れはないか？ 

等

■アクセス網分離後の上位

レイヤーのＮＴＴについても、

ドミナントによる弊害を回避

するため、引き続き何らかの

ドミナント規制を課すべき。 

■ＮＴＴ東西のアクセスインフ

ラは機能的あるいは構造的

に独立した組織で提供、整

備、管理することが望まし

い。あわせて電力系事業者、

ＣＡＴＶ事業者等の扱いを考

えることが必要。 

■分離されるリソースは最適

化された内容とし、独立した

監視組織が必要。第１種指

定電気通信設備の範囲の見

直しを行うとともに、接続と接

続料の在り方は根本からの

再検討が必要。 

■アクセス会社をＮＴＴ東西

から機能分離又は構造分離

した場合、ＮＴＴ東西のアクセ

ス網以外の電気通信設備

は、現行制度のままでは規

制の対象から除外されるが、

ＳＭＰ事業者に対する新たな

サービス規制の導入を検討

すべき。 
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規制し得る競争ルールが用

意されていないことが根本的

な問題。総合的な市場支配

力の問題について、市場支

配力（ＳＭＰ）に対する規制に

より競争を促進すべき。 

■アクセス分離だけで公正

競争が担保されるわけでは

ない。反競争的行為を抑止

するための仕組みとして総合

的な市場支配力に基づく競

争ルールの整備を行うか、持

株会社の廃止により市場支

配力そのものをなくす措置が

必要。 

８分岐問題 ■８分岐（ＯＳＵ共用）は、実

施する考えなし。他事業者の

公表している実験内容は予

め設定した最低保証帯域以

下のトラヒックであればヘビ

ーユーザの影響を受けない

ことなどを確認したものであ

り、サービス面、品質面等の

問題が解決されていない。 

■全てのエリアで設備競争を

行うにはある程度の時間が

必要であり、利用者の多様な

選択肢確保が不可能な地域

では、８分岐によるサービス

競争地域の拡大も検討に値

する。設備競争を行う地域と

サービス競争を行う地域を分

け、双方をバランスよく拡大

させていくことが必要。 

■アクセス網の構造分離をし

た上で、メタルと同様の競争

環境をＦＴＴＨ市場で実現する

ためには、全ての事業者に

公平な分岐端末回線単位の

貸出を実現することが必要。

■シェアドアクセスではＮＣＣ

が実現できない利用率を前

提として利用者料金を設定し

ており、プライススクイーズの

可能性。メタル回線と同等水

準まで接続料を低廉化すべ

き。 

■多大なリスクを負って設備

投資を行う事業者に対し、設

備投資リスクや解約リスクが

ない借りる事業者の方が圧

倒的に優位な立場にあるの

で、８分岐分まとめての貸出

しを問題視する必要はなく、

その格差を拡大する１分岐

単位での貸出しは実施すべ

きではない。 

  

その他 ■放送政策とブロードバンド

政策の関係について議論が

必要。 

■ 情 報 の 適 正 利 用 に 関 し

て、他事業者情報の取扱に

ついて今後同様の事態が生

じないよう既に取り組んでお

り、今後第三者機関によるチ

ェックを追加実施。 

 

■線路敷設基盤の利用に課

題があり、開放徹底・ルール

強化で競争促進が必要。 

 

▲メタル電話から光電話に付

け替えるアダプタは１台数千

円だが、大量に作れば１，００

０円。 

■成長戦略を牽引する高速

モバイルに向けて、競争中立

的な周波数割当てが必要。 

■日本の将来のインフラ像を

決定づける議論であり、拙速

かつ不公正な形で結論づけ

ることなく、まず具体的な方

策案を広く示すべき。さらに

その具体的な方策案につい

て十分な国民的コンセンサス

の醸成を図るべき。 

■引き続き投資インセンティ

ブを確保し、サービス競争と

設備競争の両方を促進して

いくことが必要。 

 ■目指すべき目標は、公正

競争環境下でのサービスの

多様化とワンコンテンツ／ワ

ンアプリケーション・マルチユ

ースの実現。 

■宅内プラットフォームに関

するルールが必要。 

 


